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子育てに配慮した住宅のガイドブックの作成（平成 22 年３月） 

○ 住宅事業者や都民が子育てに適した住宅を検討する際に役に立つ技術的な情報を取りまとめたガイドブック。 
○ 子どもにとっても安全で使いやすく、親にとっても子育てがしやすいすまいづくりを目指すとともに、妊娠中

の母親の動作にも配慮した内容。 
○ 優先度の高い事項を優先、経済的条件、空間的条件等を考慮して対応すべき事項を推奨と区分して、全部で 

４８項目の指針を提示。 

１ 安心・安全で健やかに暮らせるすまい（21 項目）

(1)転倒防止 
段差解消、滑りにくい床仕上げ 等 

(2)転落防止 
転落防止手すりの設置 

(3)危険箇所への進入防止 
浴室扉の錠の設置 等 

 (4)建具・設備によるけが等の防止 

引き残しの確保、出隅部分の面取り加工 等 

 (5)防犯対策 

犯罪の防止に配慮した構造及び設備  

 (6)火災・災害対策 

家具転倒防止、火災感知警報装置（連動型）の設置 

(7)子どもの見守り 

台所からの見通しの確保 

 

 

２ 子育てしやすい便利で機能的なすまい（12 項目） 

(1)移動の容易性 
手すりの設置、エレベーターの設置 等 

(2)家事の利便性 
室内での物干し、掃除流しの設置 等 

(3)近隣への音の配慮 
界床・界壁の遮音 

家具の面取り加工 台所から居間・食事室が見通せる配置・構造 

３ 家族・地域とふれあえるすまい（６項目）

(1)家族間のふれあいの増進 
台所・浴室・便所の広さの確保 

(2)地域でのふれあいの増進 
ベンチ等の設置、多様な住戸の供給 等 

 

４ 子どもの健康と成長に配慮したすまい（９項目）

(1)子どもの健康への配慮 
内装仕上げ、外壁開口部の防音 等 

(2)子どもにとっての使いやすさへの配慮 
照明スイッチの高さ、扉の取っ手 等 

(3)子どもの成長への配慮 
間取りの可変性、収納スペースの確保 等 

親子が一緒に調理できる 

広い台所 

１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（１）環境やみどり等の建築計画の質を重視した評価方法の導入 

公開空地による割増容積率の算定に当たり、空地の面積や形状による評価を低減する一方で、緑化等による空地の質、住宅性能や高齢者住宅の整備、建築
物の環境性能による評価を重視。  
（2）防災性向上に関する新たな評価項目の導入 
防災性向上に寄与する取組を新たな評価項目として割増容積率を加算。  

（3）隣地境界からの後退距離の確保 
周辺地域への圧迫感の軽減等を図るため、隣地境界線からの建築物外壁面の後退距離をこれまで以上に確保。 

東京都総合設計許可要綱の改正（平成 22 年９月１日施行予定） 

「東京の都市づくりビジョン（平成２１年７月改定）」に掲げる「魅力とにぎわいを備えた環境先進都市東京」を目
指し、豊かなみどりの創出、少子高齢社会にふさわしい住宅の整備、環境負荷の一層の軽減、地域の防災性の向上
などを実現するため、地域のまちづくりと調和したより質の高い建築計画を誘導することを目的に、「東京都総合設
計許可要綱」を改正。 

改正の概要 

 
改正の内容 

公益施設・公共空地

街並み形成

公益施設・公共空地

屋上緑化、街並み形成

基準容積率

住宅の整備

割
増
容
積
率

基準容積率

公開空地の量

住宅の整備

公開空地の量

現 行 改正後

住宅性能

防 災

環境性能

公開空地の質

公益施設・公共空地

屋上緑化、街並み形成

基準容積率

住宅の整備

公開空地の量

空地の質、住宅性能、

環境配慮などの

取組のレベルが低い場合

空地の質、住宅性能、

環境配慮などの

取組のレベルが高い場合

高齢者住宅

１ 容積率割増の評価（住宅型の場合） ２ 隣地境界線からの離隔距離

割
増
容
積
率
の

高
限
度

市街地住宅型：上限300％

都心居住型：上限400％

共同住宅建替誘導型：上限300％

隣地境界線

100m

50m

12m

5m

約3.5m

計画敷地

改正後現 行

100m

50m

計画敷地

隣地境界線

7m

約5.5m

2m

・外壁面の後退距離＝√ｈ／２＋２・外壁面の後退距離＝√ｈ／２

公益施設・公共空地

街並み形成

公益施設・公共空地

屋上緑化、街並み形成

基準容積率

住宅の整備

割
増
容
積
率

基準容積率

公開空地の量

住宅の整備

公開空地の量

現 行 改正後

住宅性能

防 災

環境性能

公開空地の質

公益施設・公共空地

屋上緑化、街並み形成

基準容積率

住宅の整備

公開空地の量

空地の質、住宅性能、

環境配慮などの

取組のレベルが低い場合

空地の質、住宅性能、

環境配慮などの

取組のレベルが高い場合

高齢者住宅

１ 容積率割増の評価（住宅型の場合） ２ 隣地境界線からの離隔距離

割
増
容
積
率
の

高
限
度

市街地住宅型：上限300％

都心居住型：上限400％

共同住宅建替誘導型：上限300％

隣地境界線

100m

50m

12m

5m

約3.5m

計画敷地

改正後現 行

100m

50m

計画敷地

隣地境界線

7m

約5.5m

2m

・外壁面の後退距離＝√ｈ／２＋２・外壁面の後退距離＝√ｈ／２
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高齢者居住安定確保計画の検討 

○ 高齢化が急速に進行する中、生活の基盤となる住宅や老人ホームなどの「すまい」について、高齢者が多様な

ニーズに応じて選択でき、安心して暮らすことができる環境の整備を図ることが必要。 

○ 住宅施策と福祉施策が連携し、総合的・計画的に施策を推進するための「高齢者居住安定確保計画」を検討。 

 

■高齢者の居住の安定確保に関する法律の改正（H21.8 施行） 

 

 

 

 

 

計画の必要性と背景 

計画のイメージ 

● 高齢者居住安定確保計画（都道府県は、国の基本方針に基づき、次の事項を定める計画を策定することができる。） 

   ①高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標 

   ②高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の促進に関する事項 

   ③高齢者居宅生活支援体制の確保に関する事項 等 

３ 

１ 計画について 
 ○ 背景と目的 
 ○ 位置付け等 

２ 東京の高齢者を取り巻く状況 
 ○ 人口構造・世帯の状況 
 ○ 高齢者の所得の状況 
 ○ すまい等の状況 
  
３ 高齢者の居住の安定確保に向けた基本方針 
 ○ 基本的な考え方 
 ○ 高齢者の居住の安定確保のための目標 
  （高齢者に対する賃貸住宅・老人ホームの供給目標）
 

４ 目標実現のための施策 

 ○ 高齢者向け賃貸住宅・老人ホーム等の供給促進 

  ・ 高齢者向けケア付き賃貸住宅の整備促進 

  ・  特別養護老人ホーム・軽費老人ホーム等の整備 

 ○ 高齢者の入居支援とサービスの質の確保 

  ・ 高齢者円滑入居賃貸住宅登録制度の運用・普及 

  ・ 生活支援サービスの附帯した高齢者向け住宅のサービス

内容の届出・公表 

 ○ 地域で高齢者を支える仕組みの構築 

  ・ 地域における相談支援体制等の整備 

  ・ 地域における生活支援サービスの充実 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省が日本弁護士連合会の協力を得て、住宅リフォームによる消費者被害の防止を図るための新たな取り

組みを開始。 

住宅リフォームに関する消費者支援策（平成 22 年３月） 

 

消費者が安心してリフォーム工事を行えるよう、建築士による検査と保証がセットになった、住宅瑕疵担保履行法

に基づくリフォーム瑕疵保険を整備するとともに、保険に加入している工事業者のリストを公開し、消費者が工事業

者を選択する際の参考とする。 

・ リフォーム工事に欠陥が見つかった場合の修理費用をまかなうための保険。工事業者が倒産した場合でも保険

金を受け取れる。 

・ 保険は、国土交通大臣から指定された住宅専門の保険会社（保険法人）が、建築士による現場検査を行った上

で引き受ける。 

リフォーム瑕疵保険 

 

（財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターにおいて、工事業者から提示された見積等に関する無料相談を受け付ける。 

リフォーム見積相談制度 

 

消費者の求めに応じて、全国各地の弁護士会で弁護士や建築士が無料で対面の相談を受け付ける。 

弁護士等による無料の専門家相談制度 

（資料）国土交通省発表資料（平成 22 年３月）より抜粋 
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国土交通省 成長戦略（住宅・都市分野）（平成 22 年５月） 

 
基本認識 

Ⅲ 住宅・建築投資活性化・ストック再生戦略 工程表 

Ⅲ 住宅・建築投資活性化・ストック再生戦略 

[４質の高い新築住宅の供給と中古住宅流通・リフォームの促進を両輪

とする住宅市場の活性化] 

[５急増する高齢者向けの「安心」で「自立可能」な住まいの確保] 

[６チャレンジ２５の実現に向けた環境に優しい住宅・建築物の整備] 

３つの大戦略を６つの具体的戦略により実現 

Ⅰ 大都市イノベーション創出戦略 

[１世界都市東京をはじめとする大都市の国際競争力の強化] 

Ⅱ 地域ポテンシャル発現戦略 

[２新たな担い手による自発的・戦略的な地域・まちづくりの促進] 

[３まちなか居住・コンパクトシティへの誘導] 

早期の実現を目指すもの（平成 23 年度概算要求を含む） ２～３年後の実現を目指すもの 将来的な方向性を示すもの 

（資料）「国土交通省成長戦略」（平成 22 年５月 17 日、国土交通省成長戦略会議）より抜粋 

５ 

 

中古住宅・リフォーム市場等の整備
・瑕疵保険付きのリフォームや中古住宅購入への支援・拡充 
・中小工務店のリフォーム技術力向上のための支援 

質の高い新築住宅の供給促進
・省エネ、耐震、バリアフリー性能等に優れた住宅購入への支援・拡充
・長期優良住宅の共同住宅に係る基準の見直し 

管理の適正化等によるマンションストックの再生 
・標準管理規約等のマンション管理ルールの見直し  ・改修、建替え等の促進策の検討及び実施（法務省と連携） 

・制度改正を踏まえた施策の推進 

・リフォーム工事に係る迅速で簡素な紛争処理体制の整備 

・住宅の評価に応じた不動産価格査定の仕組みの整備 

建築確認審査の迅速化等の視点から建築基準法の見直しの検討 

 
 
住宅市場の活性化・住宅投資の拡大 

老朽マンションの改修・建替えの促進 

建築確認手続き等の改善及びその着実な運用 

住
宅
・建
築
投
資
活
性
化
・ 

ス
ト
ッ
ク
再
生
戦
略 

住
宅
市
場
の
活
性
化 

高
齢
者
の 

居
住
の 

安
定
確
保 

チ
ャ
レ
ン
ジ
25
の
実
現

に 

向
け
た
環
境
に
優
し
い

民間事業者等によるサービス付き高齢者賃貸住宅の制度化・供給支援 

ＵＲ団地等への医療・福祉施設等導入ＰＰＰプロジェクト 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができる住まいを確保

公共賃貸住宅団地を地域の福祉拠点として再整備 

住宅・建築物の省エネ化に向けた工程表の作成 

住宅･建築物の「まるごとエコ化」
・エコ住宅・エコビル普及促進のための支援 
・「見える化」の取組 ・大規模建築物に係る省エネ基準の強化 等 

木造住宅・建築物の供給促進 

市街地環境改善に資する建替え促進のための運用改善 

 
 

住宅・建築物の新築・改修に対する支援及び規制の強化 

 
 
環境に優しい住宅・建築ストックの大幅増 
 

 ・新築の住宅・建築物の 100％省エネ化の実現 



新成長戦略 ～「元気な日本」復活のシナリオ～（平成 22 年６月） 

早期実施事項
(2010年度に実施する事項)

2011年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

2020年までに
実施すべき成果目標

１．ストック重視の住宅政策

建物検査、住宅履歴情報、保険制
度等の普及促進策の検討

（１）ストック重視の住宅政策への転換に必要なトータルプランに基づく市場環境の整備、規制緩和等の実施

老朽マンションの改修に係る決議
要件の適用関係の整理、管理適
正化の推進等マンションストック再
生のための環境整備

中古・リフォーム市場整備のた
めの総合的プラン策定、実施

ストック重視へ向けた既存不適格等
に係る住宅・建築関連制度の見直
し

中古住宅流通市場・
リフォーム市場の
規模倍増

中古住宅市場
　　　　４兆円→８兆円
リフォーム市場
　　　　６兆円→１２兆円

・建物検査・住宅履歴情報の徹底的した普及、

　中古住宅価額査定・情報提供の仕組み整備、

　既存不適格等に係る住宅・建築関連制度の見直し等

マンション管理適正化のための
ルールの策定

老朽マンションの建替え・改修の
促進策の実施

ストック重視の住宅政策への転換
を図るための「住生活基本計画」
見直し実施

（２）「作っては壊す」社会からの転換を図るための質の高い新築住宅の供給促進

・省エネ、耐震、バリアフリー性等
　に優れた住宅の普及促進
・長期優良住宅の共同住宅に係
　る基準の見直し

（３）内需主導の経済成長を実現するための住宅・不動産市場の活性化の促進

建築確認の迅速化等市場活性化の
ための建築基準法の見直し検討

建築基準法の改正

リバース・モーゲージの拡充等の検
討

リバース・モーゲージの活用促進

２．国全体の防災性向上

住宅・建築物の耐震診断・耐震
改修・更新の促進

住宅・建築物の耐震診断・耐震改修・
更新の促進に係る取組の強化

企業における事業継続計画（BCP）
の策定促進のための策定事例の収
集・情報提供等の実施

事業継続ガイドラインの充実、企業と
の連携による総合的訓練の実施等
による事業継続計画の実効性向上

成長の基盤となる、建
築物の安全性、企業活
動の安定性の確保

耐震性不十分住宅：21％→５％
大企業BCP策定率：ほぼ全て
中堅企業BCP策定率：50％

Ⅳ 観光・地域活性化戦略 ～ストック重視の住宅政策への転換～ 

６ 

（資料）「新成長戦略」（平成 22 年６月 18 日閣議決定）より抜粋 



●登録の義務付け

●保証委託契約締結の
前後の書面交付義務

●暴力団員等の使用の
禁止

●勧誘時の虚偽告知等
の禁止

●誇大広告の禁止

●14.6％超の違約金を
定める契約の禁止

●暴力団員等への求償
債権の譲渡禁止

●帳簿の備付け業務改
善命令監督処分

●罰則

①家賃債務保証
業の登録制度

〔ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ作成事業者〕
●登録の義務付け

●業務規程の作成・届出義務
→国土交通大臣による変更命令

・収集・提供する弁済情報の内容
・情報漏洩防止措置
・苦情の処理に関する事項

●賃借人への情報開示

●加入業者の名簿縦覧

●秘密保持義務

●業務改善命令・監督処分

●罰則

〔加入業者〕
●情報提供時：賃借人の同意

取得義務

●情報利用時：賃借人の同意
取得義務

②家賃等弁済情報
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの登録制度

●家賃債務保証業者、住宅
の賃貸事業者、賃貸管理
業者による悪質な取立て
行為の禁止（取立ての委
託先も含む。）

〔禁止行為〕
（１）面会、文書送付、貼り

紙、電話等の手法を問
わず、人を威迫すること

（２）人の私生活又は業務の
平穏を害するような言動

（例）
・鍵の交換等（ドアロック）
・動産の持ち出し・保管
・深夜・早朝の督促
・これらの行為を予告する
こと

●罰則

③家賃等の悪質な
取立て行為の禁止

家賃債務保証業者の業務の適正な運営の確保を図るとともに、家賃等の悪質な
取立て行為を排除すること等により、賃貸住宅の賃借人の居住の安定確保を図る。

賃貸住宅における賃借人の居住の安定確保を図るための家賃債務保証業
の業務の適正化及び家賃等の取立て行為の規制等に関する法律案

賃貸住宅の家賃等の悪質な取立て行為の発生等の家賃の支払に関連する賃貸住宅の賃借人の居住をめぐる状況に
かんがみ、賃貸住宅の賃借人の居住の安定の確保を図るため、家賃債務保証業の登録制度の創設、家賃に係る債務
の弁済の履歴に関する情報の収集及び提供の事業を行う者の登録制度の創設、家賃等の悪質な取立て行為の禁止等
の措置を講ずる。 

債務保証
サービスのみ

24.8％

連帯保証人
＋債務保証サービス

14.7％

どちらもなし
2.1%

連帯保証人
のみの契約
58.5％
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資料:(独)国民生活センター

法規制の概要 家賃の支払いに関する課題 

７ 

 

（資料）国土交通省資料 



 

 

 

 

 

 

 

地域主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案（公営住宅関係） 

地方分権改革推進計画（平成 21 年 12 月 15 日閣議決定）に基づき、「地域主権改革の推進を図るための関係法律

の整備に関する法律」により関係法律を改正。公営住宅法について、公営住宅の整備基準を条例委任、入居資格に

ついて、同居親族要件を廃止するとともに、公営住宅に入居すべき低額所得者としての収入基準を条例に委任。 

国は条例を制定する際に参酌すべき基準を定める。 

 

○ 公営住宅及び共同施設の整備基準については、国土交通省令で定める基準を参酌して事業主体が条例で定める。 

○ 施行日から１年の期間内で条例が制定施行されるまでの間は、上記の国土交通省令で定める基準を条例をみなす。 

１ 整備基準について 

 

○ 公営住宅の入居者資格のうち、同居親族要件については施行日をもって廃止する。 

○ 引き続き単身入居について一定の制限が必要である場合には、条例で措置する必要がある。 

２ 同居親族要件の廃止について 

 

○ 入居者資格のうち、入居収入基準については、事業主体が条例で定める。ただし、 

  ① 本来階層及び裁量階層の入居収入基準の上限として、収入分位５０％に相当する金額を政令で規定 

  ② 本来階層の入居収入基準を条例で定める際に参酌すべき基準を政令で規定 

  することとする。 

○ 施行日から１年の期間内において、本来階層の入居収入基準に係る条例が制定施行されるまでの間は、入居収入基準

について、なお従前の例による。 

３ 入居収入基準について 

（資料）国土交通省資料に基づき東京都作成 ８ 


